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２０２０（令和２）年度事業報告 

 
 
Ａ．調査研究活動 
 
  ア．修学旅行に関する実施状況調査 
     ●修学旅行の現況と各方面の意向・動向を的確に把握し、各種資料の提供に努める 
   １ 三地区中学校の修学旅行実施状況調査  
   ２ 2019（令和元）年度「全国公私立高等学校海外修学旅行・海外研修実施状況調査報 

告」及び「公立高等学校・中学校修学旅行方面別実施状況」、2020（令和 2）年度 
「全国都道府県政令指定都市修学旅行実施基準概要」調査 

 
  イ．修学旅行に関する研究大会の開催 
     ●全国大会をはじめ各研究大会を充実させこれからの修学旅行の在り方を探求する   
   １ 「第３７回全国修学旅行研究大会」開催（中止） 
  （１）当初予定した開催期日・会場 
     2020（令和 2）年 7 月 21 日（火）13:30～17:00  学士會館（神保町）にて開催 
     を計画した 
  （２）大会主題 
     学びの集大成を図る修学旅行 
  （３）全体目標 
     感性をはぐくむ修学旅行 
  （４）当初予定した発表内容 
     ａ 全修協報告 ：「全修協が実施している調査研究、輸送集約活動について」 
     ｂ 事例発表  ：「夜間中学の修学旅行」 
     ｃ 基調講演  ：「感性をはぐくむ修学旅行－修学旅行が目指すもの」 
  （５）4/2「新型コロナウイルス感染症」拡大防止の見地から、開催中止を決定 
 
   ２ 各修学旅行委員会の研究発表会・研究大会・研究セミナーを共催（中止） 
     児童・生徒の育ちと学びに資する修学旅行の役割をさらに探求すべく、各修学旅行 

委員会が主催する研究発表会・研究大会・研究セミナーを共催し、開催内容のより 
一層の充実を企図したが、新型コロナウイルス感染症」拡大防止の見地から、全て 
開催中止を決定 

  （１）当初予定した開催期日・会場 
     ａ 東海修委：2020（令和 2）年 10 月 9 日（金）  愛知県名古屋市  中止 
     ｂ 近公修委：2020（令和 2）年 11 月 13 日（金） 奈良県奈良市   中止 
     ｃ 関修委 ：2020（令和 2）年 11 月 20 日（金） 群馬県高崎市   中止 
  （２）開催目的 
     ａ 「学びの集大成を図る修学旅行」の役割を探求し研究大会を更に充実させること       
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     ｂ 各地区ごとに開催方法を工夫し、研究発表及び事例発表等を軸として修学旅行の

内容充実、向上を図ること 
 
   ３ 修学旅行ホームページコンクールの開催及び後継事業の検討 
  （１）「第 20 回修学旅行ホームページコンクール」の主催開催を計画したが、「新型 

コロナウイルス感染症」の影響により修学旅行の実施自体がほぼ消滅したため、 
     開催を断念 
  （２）「修学旅行ホームページコンクール」の所期の目的は達成したという観点から、年度 
     当初より当年度開催を以て終了とし、それに代わる新規（後継）事業の検討に入る 
     ことを予定していたが、「新型コロナウイルス感染症」収束後に持ち越すこととした 
 
   ４ 「海外教育旅行セミナー及び現地研修会」等の検討、開催及び実施 
  （１）アジア圏における生徒の相互交流活動を更に推進することなどを目指し、親日的な 

台湾修学旅行の啓発活動等を中心に、セミナー及び現地研修会等の開催・実施を企 
図した 

（２）「新型コロナウイルス感染症」拡大防止のため、海外への門戸が閉ざされたため、 
   全面的に断念 

 
   ５ 修学旅行研究会の活動支援 
     学校の教育活動及び地域振興支援のため、修学旅行に関わる条件整備を更に進める 
     方策を検討するため、「修学旅行研究会」の活動支援を継続した 
  （１）活動目的 
     ａ 北海道・九州・沖縄等の東京事務所、各観光誘致機関、航空会社、旅行事業者 

及び有識者等と共に、学校の教育活動及び地域振興に資するため、修学旅行に関 
わる条件整備を図ること 

     ｂ 公立中学校の修学旅行での航空機利用促進のため、旅行費用の軽減に向けた研究 
       を行うこと 
     ｃ 「新型コロナウイルス感染症」が教育旅行に及ぼす影響に関する情報共有 
  （２）参加者 
     本研究会の主旨に賛同する者（旅行研究団体、マスコミ、行政・自治体の東京事務 

所、運輸機関、旅行会社及び教育関係者 等） 
  （３）開催時期 
     本年度については、5/14、8/27、11/5、2/12 の 4 回のほか、幹事会を 4 回の開催を

計画したが、「新型コロナウイルス感染症」拡大防止の見地から 8/27、11/5、2/12 の 
     3 回を開催、幹事会も同じく 3 回の開催となった 
  （４）要望活動 
     本研究会での討議結果を踏まえ、航空 2 社（日本航空・全日空）に対して、学校研 
     修割引運賃（SE）の改訂及び受入体制の改善等を申し入れた 
  （５）その他 

 ａ 「新型コロナウイルス感染症」の影響、感染防止を前提とした各自治体の取組 
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み・施策等に関する情報共有及び意見交換等を行った 
     ｂ 「実践事例発表会」を横浜市内で開催  
       ・開催期日：11 月 5 日（木）  
       ・講演内容：「神奈川県中学校修学旅行の歴史と現状及び課題」 
       ・講師  ：横浜市立岡津中学校長 廣渕徹志氏 
       ・参加人数：全 26 名 

ｃ 12/26 に開催を予定していた「羽田空港機体整備工場の視察見学会」は中止 
 

   ウ．修学旅行情報の収集・発信・保存 
 
   １ 修学旅行先支援 
     諸団体との協働により、修学旅行受入れ体制の充実及び修学旅行先の開発を図り、 
     新たな学びの開発に努めることを目的とした 
  （１）修学旅行誘致活動の一環であるセミナー、説明会及び研修会等に対する支援、協力 
     を積極的に行う予定であったが、新規の計画は元より、例年開催されている各種 
     説明会及びセミナー等の多くは、「新型コロナウイルス感染症」拡大防止の見地か 

ら中止となるか、オンラインによる開催へと変更された 
  （２）修学旅行の多様性拡大の為の教職員現地研修会の実施を計画したが、「新型コロナ 

ウイルス感染症」拡大防止の見地から中止（関修委・近公修委） 
 
   ２ 協会ホームページ「修学旅行ドットコム・修学旅行情報センター」の運営 
     広く情報を公開するため、協会ホームページの更なる充実を図った 
  （１）修学旅行情報センターとしての機能強化のため、協会ホームページの内容充実を 

図った 
  （２）賛助会員との連携を密にすることに加え、掲載情報の更新頻度を高め、発信する情報 
     の最適化に努めた 
  （３）「新型コロナウイルス感染症」に関する情報を別枠にまとめ掲載するなど、迅速且つ 

丁寧な掲載に努めた 
  （４）新着情報の発信 33 件 （3/31 現在） 
  （５）協会からのお知らせ発信 9 件 （3/31 現在） 
  （６）新型コロナウイルス関連情報発信 21 件 （3/31 現在） 
 
B．輸送集約活動 
 
  ア．修学旅行の輸送に関する集約活動 

●各地区修学旅行委員会の運営支援を充実させ、より効果的な修学旅行の実施に 
 寄与した 
１ 関東地区公立中学校修学旅行委員会（関修委）の活動 
２ 東海三県中学校修学旅行委員会（東海修委）の活動 
３ 近畿地区公立中学校修学旅行委員会（近公修委）の活動 
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４ あおぞら号近畿地区運営協議会の活動 
 

   イ．修学旅行訪問地の開発活動 
●「三地区修学旅行連絡会」等の活動を通して、修学旅行先の開発や情報提供の場 
を創出し、提供した 

 １ 2020（令和 2）年度三地区代表者連絡会議を開催 
２ 2021（令和 3）年度修学旅行費国庫補助金の増額陳情を実施 
３ 「グローバルコミュニケーション KYOTO」を企画・監修 
  ※「新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症」拡大により、開催は見合わせ 

 
管 理 業 務（財団運営） 
 

ア．公益財団法人としてのより効率的な組織運営の確立を目指した 
１ 効率的な予算の執行を図り公益事業比率 50％超を維持した 
２ 事業費及び管理費の見直しとコスト意識をより徹底した 

 
イ．協会支援の賛助会員・受託事業等の拡大を図った 
１ 公的団体を中心に賛助会員の拡大に努めたが、目標に至らず、会員数は前年度から 

微増となった（新規会員目標 10 件に対し 6 件加入、退会 4 件） 
２ 受託事業は特に無し 

 
ウ．従前の公立中学校との関係を更に緊密にするとともに、高等学校や私立 
  学校との連携・協力に努めた 
１ 全日本中学校長会等との関係を通じて、東京都中学校長会修学旅行対策委員会なら 

びに神奈川県公立中学校長会修学旅行委員会との連携を積極的に図り、「首都圏 3 地 
区校長会修学旅行委員会・連絡会」を定期的に開催するとともに、文部科学省、 
財務省への陳情も連名、協働で行った 

   ２ 東京私立中学高等学校協会及び公立高等学校との更なる連携を図った 
 
エ．情報発信・提言の発信 

   １ 全修協活動への理解拡大をより進めるため、各種情報・提言・提案等をホームペー 
     ジ掲載、冊子掲載及び委員会活動での資料配布等を通して、更に広い分野・方面に対 

して発信した 
 
 
 

以 上 


